予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名: 生徒指導総合連携推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　　　　　部　学校支援課　生徒指導係　電話番号：058-272-1111（内3695）
　　　　　　　E-mail： c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：900千円（前年度予算額：900千円）
	要求内容


	１　要求の内容


児童生徒の問題行動、特に不登校の問題に対処するため、市町村を単位とした連携推進中学校区を指定し、家庭、幼・保、小・中学校、高等学校の校種間連携を軸にした地域住民、民間団体関係機関等が一体となった地域ネットワークを構築しながら、児童生徒が安心感・充実感をもてる魅力ある学校づくりを目的とした実践的取組を行います。
・特に、中学校とその校区内の小学校とが、発達段階に即した児童生徒の連続的な理解と校種をまたいだ魅力ある取組を協働して進めることを通して、中１ギャップの解消を図るとともに、児童生徒の自己有用感・自尊感情を高め、学校不適応による問題行動の減少を図ることができるようにします。
　・児童生徒の実態を把握し効果的に事業を推進するため、全生徒及び高学年の全児童
を対象とする意識調査を５月ころ及び１２月ころを含め年間２回以上実施したり、全
児童生徒の出席状況をパソコンで記録し統計処理したりするなど、データの計画的、
組織的な収集、分析及び活用について調査研究します。
・魅力ある学校づくりの取組について、県内の研究会等で毎年１回以上発表し、取組成果の周知を図る。また、調査研究の成果について、研究紀要、パンフレット、リーフレット等の啓発資料を毎年１種類以上作成し、配布やインターネットへの掲載等を通じて広報します。
	２　所要経費


旅　費：180千円
　委託料：720千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	900
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	900
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	２月1日時点
査定額
	900
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・不登校を未然に防止し、不登校対応の最終的な目標である児童生徒の将来の社会的
自立を促すため、豊かな人間関係づくり、学習指導の充実、児童会・生徒会活動の
充実、家庭教育との連携など、各学校の創意工夫を生かし、児童生徒にとっての魅
力ある学校づくりを推進します。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	指定学校数

	2
（H23）
	2
（H22）
	2
（H23）
	3
（H24）
	3
（H24）
	100％


	研究会開催数
	10　　
  （H23）
	20
（H22）
	10
（H23）
	14
（H24）
	19
（H24）
	70％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
岐阜県生徒指導総合連携推進事業　研究中学校区、研究主題、研究内容
 　瑞穂市立穂積北中学校区（指定期間　H24～H25)
＜３校共通の研究テーマ＞
◎「誰もが安心して生活できる、不安のない学校づくり」
（１）授業改善
　　・児童生徒に自信をもたせるための授業における「一人一人のよさを認める温か
い言葉かけ」
（２）小中連携
　　①お互いの授業を見合う視点の設定
　　②中学入学への不安解消のための工夫
　　③小中兼務教員による学習サポート及び情報共有


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・小中学校３校の共通取組項目を設定するなど、全職員で共通理解し、研究が推進で
きている。
・児童生徒の主体的な姿が生み出されてきている。
・自己存在感を高める指導により「わかった」「できた」という達成感を持たせることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	不登校児童生徒を未然に防止するという今日的な課題に取り組んでいる。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	学校や地域の具体的な取組について、国においても文部科学省のホームページに掲載するなどの手法により普及が進んできている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	国による予算において毎年度見直しがなされており、経費の節減が図られてきている。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・授業改善のみならず学級集団づくりや児童会、生徒会活動を推進する。
・小小連携の積極的な取組を推進する。
・より効果的な研究となるよう研究組織の見直しを図る。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
・公表会を行い、研究成果を広く県内に広める。
・事業の成果をまとめ、公表するためのパンフレットやリーフレットの作成を行う。



